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研究成果の概要（和文）：本研究では、ユニバーサルサービス（US）の対象となりうるサービスについて、新サ
ービスと既存サービス間の代替性の検証の視点、及び、サービス別・地域別の選好の比較という視点から、実証
的に分析した。表明選好法を軸としたアンケート調査を通じて分析した結果、住民選好はそれぞれのサービス維
持に関して一定程度の差異があり、その意味で、それらサービスを横断的に比較し、サービス維持に関する総合
的な議論が必要であることが明らかとなった。また、地域間の住民選好の分散は情報流通により小さくなる可能
性があることなどが明らかとなった。US対象サービスの選択や維持水準の議論は、総合的な議論が必要であるこ
とが確認された。

研究成果の概要（英文）：In this research, we empirically analyze the public services which can serve
 as universal services from cross-cutting perspective. In this manner, we investigated 
substitutability and complementarity between the current services and the newly appeared services, 
and also compared preferences for each service in local areas. Our research results show that there 
was certain difference in preference each services and areas although each policy maker getting 
information of other areas’ universal service policy (if they are different among areas) tends to 
decrease the difference among areas. We concluded that there was the necessity of comprehensive view
 to discuss services to retain as universal services.

研究分野：経済政策

キーワード： ユニバーサルサービス　公平性　地域格差　公益事業　通信　交通　実証分析　消費者選好
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
  
 研究開始当初の平成 24 年頃は、我が国で
は、従来想定されなかった代替サービスが普
及し、かつ、消費者選好も多様となり、ユニ
バーサルサービス（以下 US）のあり方を再
検討する時期に来ている状況であった。特に
技術進歩の早い通信分野では、US の対象で
ある従来型固定電話の加入率が減少してき
ており、1人 1台以上の携帯電話加入が既に
達成されていた。もちろん、こうした状況は、
現在でも大きな変化はない。 
 公益事業分野では、通信、交通、電気、水
道サービス等において、明示的な USと指定
しないまでも、何らかのサービス確保施策が
採られている。各サービスは事業法等で一定
の供給義務が課されているが、必需性や市場
環境に差異があることを考慮しても、それぞ
れのサービス分野間で、その確保基準には大
きな隔たりが（研究開始当初）存在しており、
その状況は現在も継続している。 
 例えば、通信分野では全国一律の料金水準
が求められているが、水道料金は 10 倍程度
の地域間格差があった（2008 年 8 月 4 日付
日経朝刊）。交通分野では、移動権の保障（国
土交通省, 2010）から何らかの移動手段を確
保するという考え方が採られているが、通信
分野ではどのサービスを USとするかという
議論（総務省, 2007）が当時から（現在も）
活発であり、実務の面でも分野ごとに議論の
フェーズに差異がある状況であった。 
 US が国民生活最低水準の保障という観点
からの要請であること、また、その維持には
何らかの国民負担を伴うこと、を鑑みれば、
それぞれの市場環境を踏まえながら、各サー
ビス分野における確保施策は、統一的な基準
で議論されなければならない。 
 各サービス分野の市場環境のうち、US の
在り方に大きな影響を与える要因の一つと
しては、代替サービス存在の有無が挙げられ
る。先にも挙げたとおり、通信分野では、携
帯電話やインターネットの爆発的普及によ
り、従来の（PSTN方式の）固定電話サービ
スを対象とした USの在り方を見直す必要が
生じてきている。何らかの通信サービスが必
需的だという点に大きな異論は無いと考え
られるが、具体的にどの通信サービスを US
の対象とするかについては議論が必要であ
る。交通分野においても「移動権」を保障す
るための手段は、地域ごと、対象者の個人属
性により異なるはずであり、代替性や個人属
性を考慮して個別サービスを US維持の観点
で検討することが必要となってきていた。 
 こうした社会経済環境を踏まえ、本研究で
は、公益事業分野の各サービスについて、US
の観点から横断的にその確保施策に関する
分析を行うこととした。このような視点から
の分析をした先行研究は、研究開始当初、ほ
とんど存在しなかった。 
 

 
２．研究の目的 
  
 本研究は、実証的な観点から、公益事業サ
ービスを広く横断的に分析することで、これ
まで特定の産業内でしか議論されてこなか
った USの議論に対して、産業間のバランス
も含めた総合的な視点を導入することが目
的である。こうした視点は、財政状況の厳し
い我が国の現状を踏まえた今後の USの在り
方に関する議論に必要不可欠な視点である。 
 また、本研究では、2011 年 3 月の東日本
大震災での公益事業サービスの利用停止等
を鑑み、利用可能性としての US維持以外に
短期間にサービスが利用できなくなること
に対する消費者選好についても分析する。公
益事業サービスが一時的・短期的であれ供給
停止することは、US としてサービス供給さ
れている趣旨からも、大きな社会的費用とな
る。一方で、それを回避・バックアップする
ためには相当の費用が発生するため、無秩序
に対策を講じることはできない。どの程度の
対策を講じるかは、両者の社会的費用を比較
衡量して判断されるべきだが、特に、前者の
サービス停止の社会的費用については根拠
となるデータが存在せず、実証的検証が求め
られる。この点に関する基礎データを供給す
ることも本研究の目的である。 
 本研究では具体的に、(1)複数の公益事業サ
ービスに対するサービス維持の消費者選好
の解明、(2)各サービスカテゴリ内の代替性を
考慮したサービス維持に関する消費者選好
の解明、(3)地域別・個人属性別のサービス維
持に対する選好差異の検証、(4)公益事業サー
ビス供給の一時的・短期的中断に対する消費
者評価についての解明を、目指した。 
 
 
３．研究の方法 
 
 本研究では、まず、横断的に各公益事業サ
ービスの維持費用を把握するとともに、市場
の動向及び、US 政策の調査を行い、その後行
う様々な視点からの実証分析の基礎資料を
収集した。 
 本研究では、住民選好を把握し、新サービ
スと既存サービスの代替性の検証、既存サー
ビスの維持に関わる費用の分析、サービス
別・地域別のサービス維持に対する選好の比
較を実証的に解明するため、表明選好法
(Stated Preferences, SP)を軸としたアンケ
ート調査を通じて、実証的に分析した。 
 より具体的には、次項以降に挙げる具体的
な項目について実証的に分析した。 
 
（１）US 対象の固定電話サービスの代替性の
検証 
 本分析では、通信サービスについて、それ
ぞれのサービスの代替性を考慮したサービ
ス維持に対するWTPを表明選好法データに基



づき分析している。具体的には、音声、デー
タ通信各サービスにおける移動系・固定系の
代替関係等を分析した。 
 
（２）US 供給義務者に対する規制がサービ
スの拡充に与える影響の検証 
 通信分野の USの担い手は、通常、地域独
占性の高い事業者となっている。通信サービ
スが自由化される中、既存事業者の地域通信
網には、各国でローカルループアンバンドリ
ング（LLU）規制が導入されている。US の
担い手である既存事業者の地域通信網の
LLU は事業者の設備投資行動に影響を与え
る可能性が高く US維持にも大きな影響があ
る。本分析では、OECD諸国の既存事業者の
投資、収益に係る 1995年～2011年までのパ
ネルデータを用いて、投資関数を推計するこ
とにより規制の効果を計測した。 
 
（３）高齢者の足としてのタクシーサービス
の分析 
 本分析は、WEB アンケート調査により東京
都内在住高齢者の交通サービス利用状況と
して、都営鉄道（新交通を含む）や、都営以
外も含む乗合バスに無料で乗り放題となる
東京都シルバーパスの影響を考慮した高齢
者の交通サービス需要等について調査した。 
 地域的な維持可能性以外の US の視点とし
て、都心部における交通弱者へのサービス維
持という視点を分析することが本分析の目
的である。特に、高齢者に選好されやすいド
アツードアの移動サービスとして、タクシー
に対する補助について分析した。具体的には、 
割引料金でタクシーを利用できる「シルバー
タクシーパス」が仮想的に導入された場合の
「シルバータクシーパス」購入意向をコンジ
ョイント分析手法により分析した。 
 
（４）既存 US 対象である固定電話と新サー
ビスである携帯電話サービスの代替性の検
証 
 本分析では、いわゆるラストワンマイルに
おける、固定系インターネット回線接続と移
動系インターネット回線接続の代替性に関
して分析を行った。US の対象が固定通信から
普及が拡大した移動体を視野に入れた議論
がなされている現状を踏まえた分析である。 
 （NGN 時代に想定される）一定程度の帯域
保障、セキュリティの強化等の属性が付加さ
れた固定系ネット回線、同属性を付加した移
動系ネット回線、同属性のない従来型固定系
回線、ブロードバンド回線を契約しない、と
いう4選択肢のコンジョイント型のアンケー
トデータにより、消費者のラストワンマイル
回線の代替性を検証した。 
 
 
（５）震災時等における一時的なライフライ
ンサービスの停止に関する分析 
 本分析では、東日本大震災以降の公益事業

の耐災対策に対する国民の WTP を計測し、財
政制約、予算制約あがる中での効率的財源の
割り振りについて論じた。災害時の公共サー
ビス停止に関する WEB 調査を実施し、データ
収集を行った。公共サービスとしては、音声
通信、データ通信、電気、水道など、横断的
なサービスを対象とし、実証的に比較検証を
行った。 
 
（６）地方分権的意思決定家における公共サ
ービス水準の格差の許容性に関する検証 
 本分析では、地域交通などの公共サービス
による最低限の生活水準の達成という政策
を再分配政策と見なし、それぞれの地域の政
策決定者が補助の水準を決めることを利他
的行動の水準を決める意思決定と捉えて、経
済実験による分析を行った。US 維持の意思決
定は、本来地域住民の選好を反映する形で、
地方分権的に Civil Minimum の維持という形
で選択される事が望ましい側面がある。当該
視点に立ち、再分配政策の意思決定に関する
分析を行った。 
 
（７）無料音声通話アプリと従来型音声通話
サービスとの代替・補完性の検証 
 本分析では、LINE、Skype 等により提供さ
れる無料通話機能サービスと、3G/LTE 携帯電
話による通話等の消費動向を調査し、これら
サービスの間の代替又は補完関係を検証し
た。現在 US の対象となっている固定音声通
話サービスは、昨今急速に普及が拡大した
LINEやSkypeなどのサービスに代替されつつ
ある。US の本来の目的が、通信サービスの利
用そのものにあるのであれば、これらサービ
スが US 対象となってくる可能性もある。そ
の際には、音声通信からデータ通信に US の
形態が変化していくことが想定される。本分
析では、WEB アンケート調査データをもとに、
実際の消費者のこれら新サービスの利用状
況等を分析し、これらサービスの代替・補完
関係を検証した。 
 
（８）公共サービス維持に対する住民選好の
サービス横断的比較検証 
 本分析は、本研究の総括的な分析である。
人口減少時代における地域サービス維持の
在り方を検討するにあたり、WEB アンケート
調査により収集したデータから一般住民が
どのようなサービスをどの程度維持してほ
しいと考えているかについて分析した。 
 我が国では、これまで必要なインフラを効
率的に整備し、適切に維持管理することが政
策課題であった。少子高齢化の進行に伴う人
口減少を考えると、社会インフラの維持管理
コストも含めて国家戦略を考えていく必要
がある。 
 本分析では、ガスや電気、電気通信のよう
な民間資本でインフラの建設・維持管理が行
われているサービス、また、道路など公的に
供給される交通インフラサービス（道路、鉄



道、バス、タクシー、船舶、航空）、これら
公共サービスと比較する意味での病院、教育、
小売サービス等を分析対象とした。 
 政府の予算は、様々な公共投資、公共サー
ビス、補助施策の中で配分が決定される。こ
の点を考えれば、どのサービスインフラを維
持していく必要があるかは、公共投資・公共
サービスへの予算配分の問題も総合して検
討することが必要となる。個別の公共財プロ
ジェクトの選択には費用便益分析が用いら
れるが、どのインフラを維持していくかとい
う予算配分においても住民ニーズを把握し
ておくことが重要である。 
 本分析では、WEB ベースのアンケート調査
データを基に、様々な公共サービス維持に対
する住民選好について横断的に実証分析を
行った。 
 
 
４．研究成果 
 本節では、各分析項目について、前節に挙
げた分析方法に基づいて分析した結果を報
告する。 
 
（１）US 対象の固定電話サービスの代替性の
検証 
 前節に挙げた分析方法に基づいて分析し
た結果、次のような点が明らかとなった。現
時点では，音声通話サービスの方が，データ
通信サービスよりも廃止の抵抗感が強い．ま
た、従来型固定電話と IP 電話のどちらかが
存在すれば，最低限の固定電話サービスが維
持されているとする判断でき，従来型固定電
話のユニバーサルサービスの代替サービス
として IP 電話を入れることは妥当である．
加えて、固定電話サービスのみを基礎的な通
話サービスと考える現状認識を前提とすれ
ば，ユニバーサルアクセスは総じて受け入れ
られる可能性が高い。 
 
（２）US 供給義務者に対する規制がサービ
スの拡充に与える影響の検証 
 前節に挙げた分析方法に基づいて分析し
た結果、米国及びドイツにおいて、ローカ
ル・ループ・アンバンドリングの導入が既存
電気通信事業者の投資に正の影響を与え、日
本において負の影響を与えるとの結果が得
られた。US 維持に大きな影響のある既存事
業者の投資行動に規制が与える影響が明ら
かとなった。 
 
（３）高齢者の足としてのタクシーサービス
の分析 
 前節に挙げた分析方法に基づいて分析し
た結果、次のような点が明らかとなった。ま
ず、東京都内の高齢者の交通サービス選択に
はシルバーパスの存在が多分に影響してお
り、仮に、タクシーサービスに対しても類似
の割引制度が導入されれば、高齢者のタクシ
ー利用は現在よりも進み、タクシーサービス

と他の公共交通の補完性が、高齢者の外出を
より促進する可能性なども示唆された。 
 また、「シルバータクシーパス」購入意向
をコンジョイント分析手法により分析した
結果、高齢者が一定回数割引料金で利用でき
るシルバータクシーパスが導入された場合、
現在タクシーを利用していない高齢者など
に対しても一定の需要があること等が明ら
かとなった。 
 
（４）既存 US 対象である固定電話と新サー
ビスである携帯電話サービスの代替性の検
証 
 前節に挙げた消費者のラストワンマイル
回線の代替性を検証した結果、移動系と固定
系の間に強い代替性が示唆されたた。US維持
に関しては、移動体による維持の可能性が示
唆されたと言える。 
 
（５）震災時等における一時的なライフライ
ンサービスの停止に関する分析 
 前節に挙げた分析方法に基づいて分析し
た結果、情報通信分野では、携帯の音声通話
に対するニーズが災害直後大きく、物理的輸
送で代替可能な水道サービスなどのニーズ
は相対的には高くないことなどが実証的に
明らかとなった。また、現在通信キャリアが
行っている対策の多くは、国民ニーズに近い
ものであることなどが示された。 
 
（６）地方分権的意思決定家における公共サ
ービス水準の格差の許容性に関する検証 
 前節に挙げた分析方法に基づいて分析し
た結果、補助という利他的行動の水準に関す
る意思決定が、他者の利他的行動を観察する
ことにより、補助の水準が平均化されること
が明らかとなった。この事実から、US の対象
や水準が地方分権的意思決定に移行した場
合であっても、その地域的分散は一定程度の
範囲に収まることが示唆されたと言える。 
 
（７）無料音声通話アプリと従来型音声通話
サービスとの代替・補完性の検証 
 前節に挙げた分析方法に基づいて分析し
た結果、LINE、Skype 等により提供されるチ
ャット機能、無料通話機能の多くは、3G/LTE
携帯回線や固定回線により提供される通話
サービスと補完関係にあることなどが明ら
かとなった。US 維持の観点からは、当該新サ
ービスを US の対象とするには時期尚早であ
ることが明らかとなった。 
 
８）公共サービス維持に対する住民選好のサ
ービス横断的比較検証 
 本研究の総括的な分析である本分析の結
果からは次のような点が明らかとなった。 
 現状では、利用率がかなり低い、固定電話
サービス（音声）、フェリー、高速道路の 3
つのサービスについて、住民の維持に対する
選好がかなり低い傾向が観察された。ただし、



利用率が低いサービスは他にも観察されて
おり、固定電話サービスは携帯電話サービス
という代替手段があり、高速道路サービスに
ついては、必ずしも高速道路でなくても代替
道路が存在する。フェリー等の海上交通に関
しては、利用していない人は将来的に利用す
る可能性もほぼないと考えている可能性も
高かったと推察される。ただし、利用動向等
を考慮した推計モデルの改善は必要であり、
本分析の今後の課題と想定される。 
 一方、維持に対する選好が高いと観察され
ているのは、携帯電話の音声サービス、電気
サービス、水道サービス、スーパー・デパー
ト・百貨店、病院・クリニックサービスであ
る。中でも、電気サービス、水道サービス、
病院・クリニックサービスといったライフラ
インサービスの維持に対しては、その維持に
対して平均して 1月 8-9 千円程度の支払意思
が示された。なお、ガスサービスについては、
統計的に有意な結果が観察されていない。実
際に前節の単純集計結果を観察した際にも、
ガスサービスは上記三つのライフラインサ
ービスとは異なる傾向が観察されており、こ
れらはガスサービスの特徴を表した結果で
あると言える。 
 
 現状、わが国では US と明示されているサ
ービスの数は限られるが、住民に広く利用可
能性が提供されているサービスは多い。本研
究の問題意識は、これらが縦割りで維持され
ているため横断的な比較が必要であるとい
う点、情報通信分野に代表されるような新サ
ービスへのニーズが高まり、従来 US と考え
られたサービスを置き換える必要があると
想定される点、地域間の比較という視点であ
った。 
 本研究で行った以上の考察から、住民選好
はそれぞれのサービス維持に関して一定程
度の差異があり、その意味で、それらサービ
スを横断的に比較し、サービス維持に関する
総合的な議論が必要であること、地域間の住
民差異は情報流通により分散が小さくなる
可能性があること、従来の US 対象サービス
に加えて新サービスを含めた議論に拡張し
ていく必要があることなどが明らかとなっ
た。 
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